様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年2月19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
住所　〒

[bookmark: _GoBack]法人番号　5010601039654　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ディスクロージャー誌2020ハイライト編（統合報告書）

	公表日
	2020年7月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.resona-gr.co.jp/holdings/investors/ir/disclosure/pdf/20/t.pdf

	記載内容抜粋
	· 産業や社会構造が大きく変わり、テクノロジーが圧倒的に進化するなかで、お客さまの価値観やビジネス、金融行政そのものが大きく変化
· かかる環境認識を踏まえ、「持続可能な社会」と「りそなグループの持続的な成長」との共鳴を中長期的なビジョンとして、2020年4月から3年間の新中期経営計画を策定
· 本計画の基本方針は、首都圏・関西圏を中心とした本邦最大の有人拠点網や、個人1,600万人、法人50万社のお客さま基盤、フルラインの信託機能などのりそなの強みと、従来の銀行の枠組みにとらわれない新しい発想によって、お客さまに新たな価値を提供する「レゾナンス・モデルの確立」
· レゾナンス･モデルは、ビジネスにおける「深掘」と「挑戦」、そして現在の銀行業務を支える「基盤の再構築」を出発点とし、これらに「デジタル＆データ」「デザイン思考」「オープン」というイノベーションに向けたドライバーを掛け合わせ、様々な共鳴を起こし、お客さまに新たな価値を提供すること

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年5月12日、りそなホールディングス取締役会に以下議案を付議。上程案どおり決議
・2020年3月期財務諸表（単体・連結）承認の件
・新たな「中期経営計画」策定の件



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ディスクロージャー誌2020ハイライト編（統合報告書）

	公表日
	2020年7月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.resona-gr.co.jp/holdings/investors/ir/disclosure/pdf/20/t.pdf

	記載内容抜粋
	· レゾナンス・モデルの確立に向けて、デジタル技術も活用し注力していくビジネス領域毎の戦略を策定
· 資産・事業承継ビジネス
· 資産形成サポートビジネス
· 中小企業貸出・国際ビジネス
· 個人向けローンビジネス
· オムニ・チャネル戦略
· 決済ビジネス
· 関西みらいＦＧのシナジー追求
· オープン・イノベーション
· 人財
· 業務プロセス、営業スタイル、チャネルネットワーク
· システム
· 上記戦略にて、「デジタル＆データを活用したお客さま利便性の向上とコスト優位性の両立」、「いつでも、どこでも、お客さまに最適なソリューションを提供」、「キャッシュレス化の促進により、社会的コスト削減とお客さまの生産性・利便性向上をサポート」等を図る
· また、幅広いつながりによる共創と新しい発想によるオープン・イノベーションによる革新的なビジネスの創造や、テクノロジーの進化を見据えた既存システムの縮小と次世代化へ向けた変革の実現等に努めていく

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年5月12日、りそなホールディングス取締役会に以下議案を付議。上程案どおり決議
・2020年3月期財務諸表（単体・連結）承認の件
・新たな「中期経営計画」策定の件



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	◆2020年3月19日リリース「グループの役員異動」
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/news/hd_c/detail/20200319_1210.html
◆2020年8月13日リリース「デジタル変革の加速に向けた戦略的パートナーシップ強化について」
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/news/hd_c/detail/20200813_1349.html
◆2020年9月28日リリース「オープン・イノベーション共創拠点」の開設
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/news/hd_c/detail/20200928_1372.html

	記載内容抜粋
	· 2020年4月1日付で、りそなＨＤ代表執行役社長に事業開発・デジタルトランスフォーメーション担当統括を委嘱。社長トップのＤＸ推進体制を構築
· それに先立ち、2019年4月、データサイエンス室を設置。フェイス・トゥ・フェイスによる良質なデータと、高頻度・広範囲のデジタルデータを融合・連携し、お客さまとの多面的な取引の展開に繋げられるよう、データ分析に基づく、お客さまとのコミュニケーションのさらなる改善に注力
· 新しい発想による新たな価値創造、新規ビジネスの創出に向けて、2020年4月、クロス・ファンクショナル・チームという組織横断的な専担チームを設置
· 同年8月、デジタル変革の加速に向けた戦略的パートナーシップ強化として、日本IBMからの株式譲渡によるディアンドアイ情報システム（D&I）の出資比率引き上げに関し、基本合意を締結
· 同年9月、オープンイノベーション共創拠点として「Resona Garage」を設置



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	◆ディスクロージャー誌2020(統合報告書)（P30.P32）
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/investors/ir/disclosure/pdf/20/t.pdf
◆2020年8月13日リリース「デジタル変革の加速に向けた戦略的パートナーシップ強化について」
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/news/hd_c/detail/20200813_1349.html

	記載内容抜粋
	· システム戦略では、勘定系システムを中心としたシステムからオープン系システムへの変革により既存システムをスリム化し、既存領域のメンテナンスコストを大幅に削減することで、戦略的投資を拡大していく方針
· 人財については、デジタル・ＩＴ人財の育成や社外人財の採用・協業を進め、デジタル・ＩＴ人財1,000名体制を目指す
· また、日本IBMおよびD&Iとのデジタル変革の加速に向けた戦略的パートナーシップ強化を通じ、業務に柔軟に対応できるD&Iのデジタル・IT人材を増員し、専門的なデジタル分野の人材を日本IBMから受け入れることを検討するとともに、日本IBMのIT分野における採用や人材育成面におけるノウハウを活用することで、デジタル・IT人材の育成を行う予定


(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ディスクロージャー誌2020ハイライト編（統合報告書）

	公表日
	2020年7月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.resona-gr.co.jp/holdings/investors/ir/disclosure/pdf/20/t.pdf

	記載内容抜粋
	· 新中期経営計画で公表している主要経営指標（2023/3月期）は以下のとおり
・親会社株主に帰属する当期純利益（1,600億円）
・連結ﾌｨｰ収益比率（35%以上）
・連結経費率（60％程度）
・株主資本ROE（8％程度）
・普通株式等Tier1比率（10％程度）
・GPIF選定ESG指数（国内株）（すべてに採用）
· オムニチャネル戦略においては、「りそなグループアプリ」のダウンロード数500万ダウンロードを目指します。
· また、次期営業店システムやセルフ端末の導入等、デジタル化を通じた業務プロセス改革により、1万人の事務人財のミッション変更を目指します。
· 加えて、上記店頭デジタル化による生産性向上等によるスリム化と、注力分野への人財再配置を通じ、グループ総人員数の3,100名削減を目指します



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2020年11月10日
2 2020年11月17日
3 2020年6月25日
4 2020年8月13日
5 2021年1月4日
6 2020年9月28日

	発信方法
	
1 決算ハイライト（2021年3月期第2四半期）
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/investors/ir/kessan_c/download_c/files/20201110_2a.pdf
2 2021年3月期中間決算説明会資料「2021年3月期中間決算の概要と経営の方向性について」
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/investors/ir/presentation/pdf/20201117_1a.pdf
3 2020年6月25日リリース「めぶきフィナンシャルグループとのデジタル分野における戦略的業務提携について」
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/news/hd_c/detail/20200625_1300.html
4 2020年8月13日リリース「デジタル変革の加速に向けた戦略的パートナーシップ強化について」
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/news/hd_c/detail/20200813_1349.html
5 2021年1月4日リリース「りそなデジタル・アイ株式会社への出資比率引き上げ完了について」
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/news/hd_c/detail/20210104_1445.html
6 2020年9月28日リリース「オープン・イノベーション共創拠点」の開設
https://www.resona-gr.co.jp/holdings/news/hd_c/detail/20200928_1372.html

	発信内容
	· 戦略の推進状況に関し、決算発表・会見において、主要経営指標等の進捗状況のほか、課題や今後の方向性等について公表を行っている（中間純利益利益の通期目標比進捗率46.9％。グループアプリダウンロード数300万件突破　等）
· 2020年6月、めぶきFG傘下の常陽銀行および足利銀行が2020年度中を目途にりそなHDのバンキングアプリを導入することについて合意
· 2020年8月、デジタル変革の加速に向けた戦略的パートナーシップ強化として、日本IBMからの株式譲渡によるディアンドアイ情報システムの出資比率引き上げに関し、基本合意を締結（2021年1月、出資比率引き上げ完了）
· 2020年9月、オープンイノベーション共創拠点として「Resona Garage」を設置


　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2019年11月頃　～　2020年3月頃

	実施内容
	· 激変する外部環境変化、りそなシステムの課題を踏まえて、りそなのシステム構造改革「りそなNext構想」に取り組んでいる



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2018年11月頃　～　2020年2月頃

	実施内容
	· サイバーセキュリティ経営宣言に基づき対策を実施し、実施状況については定期的に外部監査による評価を行っている


（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

